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2J09 追跡調査結果に 基づく研究開発マネジメント 改善へのアプローチ 

0 弓取修二，佐野 浩 ，矢野貴久，手本和明 (NEDO) 

1. 緒言 

公的資金で実施されている 研究開発においては、 その終了後の 状況を追跡的に 謂査し 、 成果の活用状況等にっ 

いて把握すると 共に、 謂杢 結果を整理・ 分析し、 研究開発がより 効率的・効果的に 実施できるよ う 、 研究開発のマネ 

、 ジメントに関する 具体的な改善や 見直し案に繋げていくことが 極めて重要であ る。 

そこで、 本研究においては、 新エネルギー・ 産業技術総合開発 ぬ 構 ( 以下、 「 エ薄 DO 」と略す。 ) で実施した研究開 

発 のうち、 平成 13 年度、 平成 ]4 年度に終了した 56 プロジェクトについて 追跡 謂 査を実施し、 プロジェクト 終了後の 

関連研究の実施状況、 成果の発生状況および 活用状況、 プロジェウト 実施中から現在に 至るまでの経緯等について 

把握した。 ここでは、 得られた 謂蚕 結果をマネジメント 改善の視点から 整理・分析し、 具体的なマネジメント 上の改善 

用 に ついて検討してみたので 報告する。 

2. 実施方法 

追跡 拍 杢の対象としたプロジエクトを、 表 1 、 2 に示す。 

は 751 機関であ り、 その内、 NEDO から研究開発資金 

42 機関を謂 査 対ゑとした。 

表 1 坪 成 13 年度終了プロジェクト 

  プロジ ユ クト 名   

l5 史林用人工 4 柿のⅡ 尭 ・ 杵 Ⅰ 笘桂 ⅠのⅡ 尭 

    石巌利用 く硅坑 Ⅱ和生有 技 百拝 典ウ集 俺笘焼桂 / 石投利用次世代 百分持 ( 高温石 世笘珪 技百 Ⅱ ガス 免 Ⅰ れユ牧雙 亜 ) ノ 

l7 百な利月桂特技 典ウ集 / 石曳利用文世代 桂街 Ⅰ 尭 ⅠⅠ く 石曳 % 分 屋技 百分持 ノ   

  

  

  
枕木利用先ロプラント 緩曲克ツ パイナリーサイウル 弗 Ⅰプラント 
のⅡ 先 / 地ね 井仮 Ⅰ 時れ 庄市 伍拉知 システムの 弗克 

枯木利用 克ワ プラント毎日 完 / ま 林地 臆夫コ桂取技 桁の目先 

口 妨的 ・革新的エネルギー 砧援技桶 研究日光 / 可牡 ごみ 再寅コ 偉材七 % 仔弗先 

22 車 苑的 ・Ⅰ 妬杓 エネルギー百班 技年 Ⅰ文月光 / 超 低杜夫柱状トランス 角材吉の研究 弗克 

23 年 暖 負荷打Ⅰ対屋度支 ね エネルギー利用促進Ⅰ 丑 研究 ( 米 2 件 分 : ①ダイオキシン 売主 
24 Ⅱ 臆 Ⅰ五軒タ．の 弄兵文末葉 伍 柱材耳の目先 ) 

25 石は液化 技百 / 液化ⅠⅠ杜甫のⅠ 克 ( アップ ヴレ 一千イング時枝 行 ) 
20 分 故型 Ⅰ 地 Ⅰ 力丹 Ⅰシステム 技矩曲尭 

?7 フオトン 計乱 ・加工 技 桁の研究Ⅰ 尭 

これらのプロジェクトに 参画した企業、 大学、 独法等の機関 

    の流れがあ り、 研究開発を担っている ( 外注等を除く ) 機関 6 

表 2: 平成 14 年度終了プロジェクト 

プロジエクト 名   

l3 1 Ⅰ ト傾金 二乗素材リサイクル 促進 技行 研究 朋克 

    1% 棋ユ至正イオン 注入用仰による 超接 乱射 甘 杭材 耳 の 研 文月央   
Ⅱ ェコ ・テーラードトライ ポ マテリアルネ 接 プロセス 技 帝の研究Ⅱ 克 

化 六年先 克 Ⅰ 桂桶 研究Ⅱ 克 「九 % 六 ⅠⅠ 池技帝 研究 弗克 Ⅱ 即妨型苗妨 下文Ⅰ ユ池技桶 Ⅱ 克 ) 
l7 石油 屈 Ⅰ柱材 佃 Ⅰ 桂 Ⅰ 伍憶技桶弗克 

      @ 甘菜高田桂村 俺 柱面   
l9 , 革新的 4% シミュレーション 拉侍 

20 百拍車Ⅰ九 % 換 化合物牛口 体 Ⅱ 克 

2l 仮 桂子 穏用 拙生体億台 拐 Ⅰ 憶宙技技帝 

@ 22 @ 篠山Ⅰ 杵 利用丑 伝子枯穏計 Ⅰシステム   
23 l Ⅰ 坤廿莱ま 肛に対する干も 茸 所 を合 0% 伎 p 枠市治 棋 システムに目するⅠ 接 研究 

@ 24 l 体内三次元片片町口七 % 埼 ． 治丑 システム   

追跡調査・評価の 実施手順については、 その概要を図「に 示した。 手法自体を NEDO で検討したものであ り [1] 、 

[2L[3].[ 。 陣 前準備、 簡易追跡調査、 詳細追跡調査および 評価を、 段階的に実施するスキームとなっている。 被 評価 
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者の負担軽減に 配慮し、 できる限り効率的に 実施するよう 設計され 

た手法であ り、 事前準備および 簡易追跡調査は 、 全ての調査対象 

機関について 実施するが、 詳細追跡調査や 追跡評価は、 プロジェ 

クト の成果を活用して 実用化状況が 顕著であ るものに限定する 等、 

段階的に絞り 込んで実施する。 なお、 簡易追跡調査はアンケート、 

詳細追跡調査はアンケートとインタビューを 併用した。 

3. 結果および考察 

簡易追跡調査への 回答状況を表 3 に示す。 

図 1 : 追跡調査・評価実施フロ 一概要 

得られた結果から、 管理法人、 企業の回答率が 高く、 大学の回答率が 低いことがわかる。 大学においては、 多く 

の場合、 再委託 先 としての NEDO プロジェクトに 参画していることと 関係があ るものと思われる。 更に、 企業に着目し、 

調査結果を整理・ 分析してみた。 

図 2 には、 簡易追跡調査に 回答した 333 機関の、 プロジェクト 終了後   
350 

の 実用化状況等を 示した。 参加した各社のプロジェクトにおける 役割等   
を 考慮する必要があ るが、 簡易追跡調査に 回答のあ った 333 社中、 6  3 ㏄ 

4% に 当 6213 社が何らかの 形でプロジェクトの 成果等を活用する 活動 2 拍 

を行っていることがわかる。 また、 継続した 2 「 3 社中 46 社は 、 既に上 

市 ・製品化に到達し、 155 社は研究開発等を 継続、 12 社は継続後中断 葉獲 

していることがわかる。 なお、 実施後中止の 場合、 「新たな技術課題の Ⅰ① 

発生」が最も 多く 、 次いで「マーケット 上の課題」、 「企業方針の 変更等」 ] ㏄ 

が 揚げられている。 次に 、 同じデータを 用い、 プロジェクトに 着目して 整 

理を行ってみた 結果を図 
① 

3 に示す。 一つのプロジェ   

クト には、 通常複数の企 図 2: プロジェクト 終了後の取組状況 ( 企業 ) 

業 が参画している 場合が多 

く 、 ここでは、 参画企業のうち「社でも 何らかの形で 成果の活用あ るい 

は 関連する研究開発を 行っている場合「継続」とした。 その結果、 製品 

化 あ るいは上市を 目的としないプロジェクト「 件 、 調査対象となる 企業 

が 含まれて以内プロジェクト 5 件を除く 50 件のうち、 46 件において 継 

続 的な活動がなされていることがわかる。 また、 継続的な活動状況が 

認められる 45 件のうち、 半数以上の 24 件において、 参画企業の少な 

くとも 1 社以上が上市・ 製品化に到達していることがわかる。 プロジェク 

。 お 52[ ク Ⅰ 放鞠緩 有無一 トの 成果の活用を 図るべき中心的な 企業が、 その役割をきちんと 果た 

図 3: プロジェクト 終了後の取組状況 ( プロジェクト )  していることを 示唆していると 考えられる。 
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更に、 簡易追跡調査において、 上市、 製品化、 非実施あ るいは実 

施後中止と回答した 企業対し、 詳細追跡調査を 行ったので、 その 結 

表 4     上市・製品化した 企業と非実施の 企業 

による NEDO マネジメントの 評価 

果は ついて以下に 示す。 

表 4 には、 上市・製品化した 企業、 非実施の企業に 対し、 NEDO 

の マネジメントに 関するアンケートを 行った結果を 示す。 

得られた結果から、 目標設定、 プロジェクトの 実施期間、 実施時 

期 、 予算、 実施体制、 コミュニケーション、 情勢変化への 対応、 中 

間 ・事後評価、 いずれにおいても、 過半以上の企業が「妥当」と 回答 

していることがわかる。 事後評価における「実用化の 見通し」および 

「今後の展開」については、 非実施の企業において 妥当とする率が 

低いが、 現状が非実施であ ることを考えれば 当然の結果といえる。 

むしろ、 5 ト実施の企業において、 NEDO のマネジメントを 妥当とする 

率が 、 上市・製品化し       
た 企業より高い 点が 非実施理由 

  
興味深い。 

  x ま森 仮にならず 
次に、 非実施となった 理由について 調査した結果を 示す。 

図 4 は、 非実施の理由について、 社内理由、 社外理由、 NEDO に 起 

横軸 ぬ できず 因 する理由に分け、 複数回答によるアンケートした 結果であ る。 得 る 

れた結果から、 「重要課題にならず」、 「技術開発目処立たず」、 「方針 

変更」など社内的理由が 約 73% 、 「新競合技術により 優位性がなくな 

*4 」蟻付竹， る 」、 「市場縮小」などの 社外理由が約 17% 、 「プロジェクト 目標不適 

切 」、 「プロジェクト 体制不適切」など、 NEDO に起因する理由が 約「 

  憶 による 

0% であ ることがわかった。 即ち、 本結果からは、 NEDO のプロジェク 
        トマネジメントは 概ね妥当であ り、 非実施の理由は、 その大半が各企 

業の個別社内的な 理由に基づくものであ ることがわかる。 
図 4: 非実施となった 理由 ( 複数回答 ) 

種々のアンケートについて、 上市・製品化した 
  
  

企業と、 非実施あ るいは実施後中止の 企業を 上市・ 免 Ⅲ ヒ 

比較した。 

図 5 には、 プロジェクトへの 参画動機について 

調査した結果を 示す。 得られた結果から、 上 

市 ・製品化した 企業では、 プロジェクト 参画時か   諦蛭圭 

3 組織目的との 合致を意識していたが、 非実施     
の 企業は、 新技術分野への 挑戦や技術向上を ㎝ 獅 弓 弼 ㍻ ] ㏄ 托 

優先させ、 プロジェクトに 参画したことが 示唆さ 

れる。 
図 5:NEDO プロジェクトへの 参画動機 ( 複数回答 ) 
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また、 図 6 には技術シーズの 出所を、 図 7 には競合技術の 発生時期を、 上市・製品化した 企業と実施後中止した 企 

業との対比で 示した。 

桂 Ⅰ ，卜てり世賄 
 
 

  
l 上市・ ユ品 化した 企棄   

 
 
  

    
枝 古枝梧史生時Ⅰ 

。 セカ 圧笘 

    

l % 億仮 中上した主典   

  

l 上市・ ユ品 化した全集 l 

  % 台 汝 Ⅰ先主 億甘 

  
  

I  SUWfkLfc@@  | 

図 6: 技術シーズの 出所 図 7: 競合技術の発生時期 

得られた結果から、 プロジェクト 実施する技術分野のバックバランドがあ る場合や、 プロジェクト 発足以前に競合 技 

術 が認識されている 場合に上市・ 製品化する傾向が 高く 、 逆に、 実施後中止した 企業においては、 自社に技術蓄積 

がない分野へのチャレンジ、 プロジェクト 実施中に競合技術が 発生し席 勢 変化への対応を 迫られたことが、 継続的な 

研究開発等を 中止した一因になったものと 推測される。 

以上、 種々得られた 結果から、 NEDO のプロジェクトマネジメントについて、 体制や実施時期、 予算などについては 

概ね妥当との 評価があ る一方、 参加予定企業の 企業戦略上との 整合性確認の 倣 底 、 あ るいは、 単なるハイリスクな 

技術へのチャレンジではなく ，しっかりとした 技術的パックバランドを 持つ実施機関の 参画、 また、 事前の競合技術 謂 

査の徹底を図ることなどが 必要であ ることがわかった。 

4. まとめ 

本調査においては、 簡易追跡調査によりプロジェクト 終了後の各参加機関の 状況を拐 査 ・把握すると 共に、 NEDO 

のプロジェクトマネジメント 手法改善を目的に 、 種々のアンケートを 実施した。 その結果、 単に、 プロジェクトの 実施時 

期 、 予算、 体制などについて 妥当性を問うだけでなく、 プロジェ ウト への参画動機や 技術シーズの 出所など、 アンケー 

トを工夫し、 また、 進捗状況の異なる 企業間の比較を 行うことにより、 NEDO が改善すべきマネジメント 上の改善事 

頓に ついて、 示唆を得ることができた。 今後、 上市・製品化あ るいは非実施に 至った企業を 対象に、 そのような状況 

に 至った理由について 個別具体的な 聞き取り調査を 行い、 マネジメント 改善へのより 具体的な示唆を 蓄積していく。 
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